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「電力市場のモデリング・分析・デザイン」特集号 解 説

物理的制約を考慮した電力市場メカニズム
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1. はじめに
エネルギー・環境問題への対策として太陽光発電や風

力発電などの再生可能エネルギー（以下再エネ）に期待
が高まっており，電力系統への導入が拡大している．と
くに，2050年カーボンニュートラル実現という目標も
掲げられており，第 6次エネルギー基本計画では 2030

年に電力の発電量のうち 36～38%を再エネで賄うとい
う野心的な数値目標 [1]も設定されており，将来的な主
力電源化が期待されている．ただし，太陽光発電や風力
発電などの再エネの出力は気象条件に依存するため，完
全に予測することは困難であり，需給運用への影響が懸
念されている．また，再エネの多くは系統連系インバー
タ（おもに電流制御型インバータ）を通じて系統連系す
るため，非同期電源が増加し系統慣性の低下などの課題
もある．このような状況下においても，供給信頼度（停
電の少なさ）を維持しつつ，安定的な電力供給を行うた
めには，「電源や流通設備量が需要に対して適切であるこ
と」に加え，「系統内に故障が発生した場合でも，故障を
波及させずに，もとの状況に復帰できる」ことが必要で
ある [2]．通常，電力系統の供給信頼性について議論する
場合，前者は「アデカシー」，後者については「セキュ
リティ」とよばれている [2]．電力系統は火力，原子力や
水力発電所などの電力を発生させる設備，工場や住宅な
ど電力を消費する需要家，発電所で発生した電力を需要
家まで届けるための経路となる送電線や配電線，変圧器
などの変電設備などさまざまな流通設備から構成されて
いる．そのため，安定的に電力供給を行うためには，こ
れらの設備の特性や電気的な特徴からなる物理的な制約
を考慮しつつ系統運用する必要がある．
電力系統工学では，電力系統における工学的諸課題を

解決するうえで満足すべき膨大かつ多様な条件を考慮し，
運用コストや送電損失などの評価を最大あるいは最小
とすることが求められている．ある問題設定に対して最
適な電力の潮流状態を実現する，電力系統のセッティン
グを計算すること全般を最適潮流計算 (OPF: Optimal

Power Flow calculation)[3]とよんでおり，電力会社の
中央給電指令所システム（中給システム）にもセキュリ
ティ制約を考慮するためにOPFが導入されている例が
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ある．また，次期中給システム開発における検討状況 [5]

にもOPFが考慮されている．
一方，電力自由化の流れから，わが国においてもさま

ざまな種類の電力市場が創設され，電力需給に占めるシェ
アは年々増加している．たとえば，わが国の電力市場の
中で最も約定電力量 (kWh) が多い JEPXの前日スポッ
ト市場では，2022年度末では全体の電力販売量のうち
約 40%[4]を占めており，今後も増加し続けると考えられ
る．このような状況から，電力の安定的な供給を続けて
いくためには，冒頭で述べた「アデカシー」や「セキュリ
ティ」の維持を電力市場メカニズムで実現する必要があ
る．先行事例として，米国のPJM (Pennsylvania-New

Jersey-Maryland) では，同時市場（kWhやΔkWを同
時に取引する市場）が開設されており，電力市場メカニズ
ムにおいてセキュリティ制約を維持する仕組みが構築さ
れている．具体的には，同時市場において，前日市場での
入札情報に基づいてセキュリティ（供給信頼度）制約付発
電機起動停止計画 (SCUC: Security Constrained Unit

Commitment) を行い発電機追加起動の判断や，リアル
タイム市場においてセキュリティ制約付経済負荷配分制
御 (SCED: Security Constrained Economic Dispatch)

における発電計画および給電指令の際にOPFが使われ
ている [6]．また，わが国の今後の電力市場設計における
議論 [7]においてもPJMのように同時市場の創設が検討
されており，約定ロジックの設計や実現性・妥当性の検
証において，SCUCや SCEDについても言及されてい
る．ゆえに，今後のわが国の市場設計においてもセキュ
リティ制約を考慮した電力市場メカニズムをどのように
構築していくかが重要な課題になると考えられる．
以上のような背景から，本稿ではセキュリティ制約（系

統運用上の物理的な制約）に着目した電力市場メカニズ
ムの構築に関して解説を行う．そのために，電力系統の
運用上のセキュリティ制約について整理し，OPFにつ
いて解説する．その後，OPFを用いた物理的な制約を
考慮した電力市場メカニズムの構築例として文献 [8]を
解説する．なお，本稿では，市場運用者の立場から観た
市場モデルの構築を対象としているため，「アデカシー」
の確保や入札制度，需要家や発電事業者の入札行動につ
いての検討は対象外とする．
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2. 電力系統運用上の制約について
電力の品質として文献 [9]ではいくつか挙げられてい

るが，電力品質の重要な要素として供給信頼度，電圧，
周波数があげられる．安定的な電力供給を維持するため
には，再エネ大量導入時においてもこれらの要素の品質
を維持する必要がある．そのためには，セキュリティ制
約を考慮する必要がある．具体的には，電力系統を構成
する要素からなる制約，大規模なネットワークであるこ
とに起因する制約となる．前者の制約は，発電機や送電
線，変電所などの設備自体の物理的な制約である．後者
は系統の安定性に関する制約となる．主要な制約は以下
の四つ [2]があげられる．なお，これらの制約が悪化し
た場合の影響の詳細については文献 [2]を参照されたい．
� 熱容量：電力系統を構成する機器の熱的耐力の制約
� 周波数：周波数を安定的に維持するための制約
� 電　圧：電圧の安定性を維持するための制約
� 安定性：同期運転の安定性を維持するための制約
　　※同期運転とは同期発電機および同期電動機が同じ

速度で回転している状態を示す．
なお，周波数制約については，近年は再エネ増加に

伴う系統慣性の低下が懸念されており，周波数変化率
RoCoF (Rate of Change of Frequency) 悪化対策につ
いて議論 [10]が行われている．電圧安定性制約について
は，PVカーブ（有効電力-電圧特性）が評価に用いられ
ることが多い．安定性制約（同期安定性）については，
微小なじょう乱に対する安定性である定態安定性（もし
くは定態安定度），落雷などの大きなじょう乱に対する
安定性である過渡安定性（過渡安定度）の二つがある．
前者の評価には固有値解析が，後者の評価には臨界事故
除去時間が用いられることが多い．
なお，送配電事業者間を結ぶ地域間連系線では，第 1表

に従い評価を行い，最も厳しい潮流状態を第 1 図のよう
に運用容量としている．

第 1 表 地域間連系線の運用容量の考え方（出典：参考文献
[11]をもとに筆者が作成）

制約要因 想定故障 　　　　　　　判定方法

熱容量等 N-1故障
架空送電線はCIGRE式に基づく許容電
流以内直流設備，ケーブル，その他直列
機器は設計上の許容値以内

同期安定性 通常想定し得る範囲
の電力設備の故障

発電機内部位相角の動揺が収束する潮流
電圧安定性 基幹系統の母線電圧が維持できる潮流

周波数維持
連系線ルート断
（系統分離）

周波数が一定範囲内に維持できる潮流

3. 最適潮流計算について
系統運用上の制約を考慮した最適潮流計算手法は 1960

年代から長く研究 [12]されており，これまでにさまざ
まな目的関数の最小化（もしくは最大化）を実現するた
めの手法が提案されている．たとえば，熱容量制約につ
いてはほかの三つの制約を対象とする場合にも多く考
慮されているが，文献 [13]では蓄電池を活用した送電

第 1 図 地域間線連系線の運用容量（文献 [11]をもとに筆者
が作成）

線混雑管理コスト最小化を目的とした手法を提案して
いる．また，周波数制約については，さらに，電圧安定
度制約については，文献 [14]では，PVカーブを計算す
る代わりに，電圧安定性指標とよばれるVIPI (Voltage

Instability Proximity Index) を用いた最適潮流計算に
よる電圧安定度・緊急予防制御手法が提案されている．
最後に同期安定性や周波数制約については，潮流状況以
外にも系統構成などさまざまな要素に影響を受ける．と
くに過渡安定度制約については，じょう乱の大きさ，時
間経過，系統構成・潮流状況，発電機のインピーダンスや
慣性などの機器定数，発電機自動電圧調整器，調速機な
どの自動制御装置，そのほか多くの要因によって左右さ
れる [15]．TSCOPF (Transient Stability Constrained

OPF) としてさまざまな手法が提案 [16,17]されている．
しかし，この制約はOPFに直接組み込むことは困難で
あるため，与えられた発電機起動状態に対して潮流状態
を決定する際にOPFを用い，過渡安定度制約の評価に
ついては，別途時間領域シミュレーションなどを行い，
発電機の脱調リスクがある場合は，発電機起動停止計画
を修正するなどのOPFを補助的に用いるアプローチが
有効と考えられる．以上のようにセキュリティ制約を考
慮するための手法としてOPFが提案されている．本章
では，文献 [3]を参考に最適潮流計算の定式化や考慮す
べき制約条件を解説する．

3.1 最適潮流計算の定式化について
最適潮流計算は数理計画問題として以下の (1)∼(4)式

のような形で定式化することができる．解法については，
逐次二次計画法や内点法，逐次線形計画法，縮約勾配法
などが代表的である．

Objective function

Minimize(or Maximize) f(x,u,z) (1)

Subject to

g1(x,u,z)= 0 : powerflowequations (2)

g2(x,u,z)= 0 : equalityconstraints (3)

h(x,u,z)≤ 0 : inequalityconstraints (4)

まず，f は目的関数であり，第 2 表に示した運用コス
トや送電損失など最小化したい関数を設定する．なお，
社会便益（もしくは社会余剰）の最大化は，市場参加す
る発電事業者および需要家の利益の総和の最大化に相当
するため，市場モデルの構築に利用されることが多い．
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第 2 表 目的関数の例（出典：参考文献 [3]をもとに筆者が
作成）

燃料費コスト：発電機の経済負荷配分
有効電力損失：ネットワークの有効利用
各種の設備量：調相設備などの最適計画
各種の制御量：最小の制御量で運用制約を満足する方策
社会便益 (Social Benefit)：

　　「生産者余剰」＋「消費者余剰」の最大化
無効電力損失：間接的に電圧安定性を考慮
送電可能電力：ATC (Available Transfer Capability)

　　 TTC (Total Transfer Capability) の評価

つぎに，g1, g2, hは制約条件に相当し，それぞれ潮流
方程式，そのほかの等式制約，不等式制約を示している．
前章で示したセキュリティ制約は，最適潮流計算の目的
に応じて制約条件として組み込まれている．
最後に変数x, y, zについては，xは電力系統を構成す

る各母線の電圧の大きさや位相角からなる電圧ベクトル
の集合，uは発電機の有効電力出力や端子電圧，調相設
備の無効電力出力，負荷の有効・無効電力（負荷遮断）
など制御・調整が可能な量（制御量）を，zは発電機で
あれば，無効電力出力など制御変数の設定により従属的
に決まる変数である．

3.2 最適潮流計算における制約条件について
3.2.1 潮流制約（潮流方程式）の分類
潮流方程式については，電力系統の解析で多く利用さ

れている潮流計算とは異なっている．これは通常の潮流
計算では指定値として与えられるべき，発電機の有効電
力や電圧の大きさも変数としているためである．なお，
潮流方程式については，発電機の経済負荷配分のみを考
える場合は，(5)式のように需給バランスのみ（送電損
失を無視した場合）となる．また，電圧の変動は考えず，
各母線の位相と送電線を流れる有効電力潮流のみに着目
する場合は，直流法最適潮流計算（DC潮流OPF）とよ
ばれ，(6)式のように定式化される．DC潮流OPFは解
きやすさから，オンラインの高速計算や各種の系統条件
に対する多数の最適潮流の概略計算に用いられることが
多い．

NG∑
i=1

PGi =PD (5)

PGi−PLi =

N∑
j=1
j �=i

θi−θk
xij

, (i=1,2,3,··· ,N) (6)

ただし，
PGi：ノード iの発電機有効電力出力，PD：電力需要
PLi：ノード iの電力需要，θi：ノード iの位相
xik：ノード ik間のリアクタンス

一方，電圧や無効電力を考慮する場合は (7),(8)式のよ
うに潮流方程式を定式化する交流法最適潮流計算（AC

潮流OPF）となる．AC潮流OPFは想定故障等に対す
るセキュリティ制約，安定度制約などの条件を考慮した
より精緻なOPFや電圧・無効電力に関係する問題の計
算に多く用いられている．

PGi−PLi

=Vi

N∑
j=1

Vj
{
Gij cos(θi−θj)+Bij sin(θi−θj)

}
(7)

QGi−QLi

=Vi

N∑
j=1

Vj
{
Gij sin(θi−θj)−Bij cos(θi−θj)

}
(8)

ただし，
QGi：ノード iの発電機無効電力出力
QLi：ノード iの無効電力需要
Gij ,Bij：アドミタンス行列の i行 j列の要素 (Gij+

jBij)

3.2.2 その他の等式制約，不等式制約について
潮流方程式以外の等式制約については，変圧器などの

機器の特性，SVC (Static Var Compensator) など制御
装置のロジックを表す方程式，電圧安定度や過渡安定度
の制約などが満たすべき一連の方程式である．また，不
等式制約については，電圧の大きさや送電線潮流制約，
すべての制御変数の上下限値を指定する制約である．

4. 物理的制約を考慮した電力市場メカニ
ズムの構築について

冒頭で述べたように，OPFは電力市場において系統
制約を考慮した潮流状態を決定する際に用いられている．
そのため，再エネ大量導入に伴う課題の解消を目的関数
や制約条件を追加したOPFを電力市場モデルに組み込
むことで，電力市場メカニズムによって課題解消や系統
運用への貢献を期待することができる．
たとえば，文献 [17]では，電力潮流の混雑解消のために

用いられる地点別限界価格 LMP (Locational Marginal

Price)に対して，負荷側の無効電力需要を加えた 2D-

LMPを活用した電力市場モデルを提案している．また，
文献 [18]では，N-1事故時における過負荷（熱容量制約
違反状態）を長時間，短時間，即時に対処すべき場合の
三つに分けて考慮した Risk Based LMPを提案してい
る．また，文献 [19]では，調整力市場に対して最適化計
算で計算される LMPを導入し，調整力の周期を考慮し
て価格シグナルを更新することで，送電線混雑と再エネ
出力変動による需給インバランスの双方を解消する市場
モデルを構築している．また，文献 [8]では，N-1事故時
における熱容量制約と再エネの出力変動を確率的な視点
で考慮した前日スポット市場モデルを構築している．
本章では，物理的な制約を考慮した市場メカニズムの

構築例としてこの文献 [8]について解説を行う．
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4.1 N-1基準違反リスクを考慮した電力市場メ
カニズムの概要

前日市場では，実需給の 1日前に約定されるため，再
生可能エネルギー出力を完全に予測することは困難であ
る．また，発電機の脱落や系統事故などの不確実な要素
がある．このような状況下で，セキュリティ制約を完全
に維持する，すなわちゼロリスクとするためには，再エ
ネ出力変動やN-1事故の双方を考慮した厳しい制約を守
る必要がある．一方で，再エネ出力が定格出力になるこ
とはまれであり，稀頻度のために厳しい制約下で運用す
るには，コストの増加や多額の投資が必要になる．その
ため，稀頻度の状態に対しては制約違反を許容するなど
一定のリスクを許容した前日市場モデルの構築が有効と
考えられる．文献 [8]では，再生可能エネルギーの出力
変動の確率密度分布が既知とし，N-1基準違反リスクと
して，送電線混雑の発生リスクを確率的に考慮した前日
市場モデルの構築を提案している．具体的にはN-1事故
（送電線 1回線開放事故）時に，送電線混雑が発生する
リスクが事前に設定した許容値以内になるように，送電
線混雑発生リスクが上昇する取引を抑制し，リスクが低
減する取引を誘発させるような潮流制御を考慮した最適
潮流計算による約定処理を提案している．構築した市場
モデルでの約定処理の流れを第 2 図に示す．第 2 図に
示すように同モデルでは，最適潮流計算による約定処理，
N-1事故時におけるN-1基準違反確率（送電線混雑発生
リスク）の評価，リスクを制御するための潮流制御（確
率的な視点からの潮流制約の更新）から構成されている．
それぞれの詳細については次節以降に詳細を示す．

4.2 最適潮流計算に基づく約定処理の定式化
発電事業者や需要家は，限界費用および限界効用に基

づき売り入札をすると想定した．また，再生可能エネル
ギーの入札については，全量が約定されるように限界費
用（同文献では 0と想定），入札量は予測値と想定した．
以上の入札に基づき市場運用者の (7)式に示すように，

N-1
N-1

No

Yes

第 2 図 市場メカニズムによる需給制御のフロー（文献 [8]

をもとに筆者が作成）

社会余剰最大化をするよう約定処理を行う．なお，同モ
デルでは，後述する潮流制御によってN-1事故時の送電
線混雑発生リスクを制御する．このとき，リスク増加に
寄与する取引を，経済性を考慮して制限するために，提
案モデルではノーダルプライスや LMPの算出と同様に
(7)∼(10)式で構成されたDC法最適潮流計算問題として
約定処理を定式化している．
なお，潮流制約の初期値は送電線 1回線開放時の熱容

量値とし，次節で示す潮流制御では (9)式の潮流制約を，
N-1事故時の送電線混雑発生リスクが目標値以下になる
よう更新することで市場メカニズムによる潮流制御およ
びリスク制御を行う．

（目的関数）

SW =

NG∑
i=1

(−Ci(qgi)
)
+

ND∑
j=1

(
Uj(qdj)

)→max (9)

（制約条件）
・需給制約

NVRE∑
k=1

E
[
PVRE,k

]
+

NG∑
i=1

qgi−
ND∑
j=1

qdj =0 (10)

・線路潮流制約

−Pfmax,l ≤Pfl =
θk−θm
xkm

≤Pfmax,l (11)

・入札量上下限制約

qgi,min ≤ qgi ≤ qgi,max

qdj,min ≤ qdj ≤ qdj,max

(12)

ただし，
　 SW：社会余剰
　Ci：発電事業者の燃料費関数
　Uj：需要家 jの効用関数
　 qgi：発電事業者 iの売り入札量
　 qdj：需要家 jの買い入札量
　E[PVRE,k]：ノード kのVRE出力の予測値（売り入

札量）
　 qgi,max, qgi,min：発電事業者の入札量の上下限値
　 qdj,max, qdj,min：需要家の入札量の上下限値
　Pfl：送電線 lの電力潮流量
　Pfmax,l：送電線 lの電力潮流量の潮流制約
　NG, ND：入札する発電事業者数，需要家数

上記の最適潮流計算を解くことで，各発電事業者や需
要家の約定量は決定される．物理的な制約を考慮しない
場合，一般的に売り入札曲線と買い入札曲線の交点が約
定点となる．しかし，物理的な制約を考慮した場合，交
点が存在せず約定価格が一意に決定できない可能性があ
る．そのため，構築したモデルがシングルプライスオー
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クションとなるように，(11)式に示すように約定時の発
電事業者の最大価格と需要家の最小価格の平均値を約定
価格として設定している．

price=
(
max(Mgi)+min(Mdj)

)
/2 (13)

ただし，
price：約定価格

　Mgi：発電事業者 iの限界費用関数
　Mdj：需要家 jの限界効用関数

4.3 市場メカニズムを利用した送電線混雑リス
ク制御手法

前節の最適潮流計算によって決定した約定時の潮流状
態は前日市場の約定処理時のものであるため，実需給ま
での間に再エネの出力変動（予測値からの誤差）による
需給インバランスやN-1事故などの一定の不確実な要素
が発生すると考えられる．このとき需給インバランスに
ついては，事前に確保していた調整力を活用して補償さ
れる．しかし，再エネの出力変動や調整力の行使によっ
て，系統内の各送電線の電力潮流の分布も変動する．こ
のとき，さらにN-1事故として送電線 1回線開放事故が
発生し，熱容量制約が半分になった場合，送電線混雑が
発生しやすくなる．構築した市場モデルでは，再エネ出
力変動の確率密度分布が既知と想定し，第 3 図のように
N-1事故時における電力潮流の確率密度分布を算出し，
N-1事故時の熱容量制約超過分の期待値をN-1基準違反
リスクとして定義し制御対象としている．なお，図中の
太い実線は約定時の潮流を示している．また，再エネ出
力変動の確率密度分布は，再エネが風力発電と想定し，
ワイブル分布によって風速を乱数によって生成，その後
出力を算出している．また，電力潮流の確率密度分布
は直流法電力潮流計算を多数回行うモンテカルロシミュ
レーションによって算出している．このN-1基準違反リ
スクが許容値を超えた場合，後述する潮流制御によって
送電線混雑リスク制御を実施する．
送電線混雑リスク制御では，第 4 図のように約定時

の潮流が左右にシフトすることで潮流の確率密度分布
が同様にシフトすることを想定する．この想定を利用し
て，送電線混雑リスクが許容値以内となる潮流シフト量
ΔPfl（N-1事故時であればΔPflN−1）を算出する．こ
のΔPflを用いて前節の最適潮流計算における潮流制約
である (9)式を，(12)式に更新する．なお，一部の送電
線の潮流を制限した場合，ほかの送電線の潮流が増加し，
送電線混雑リスクが増加すると考えられる．ゆえに，リ
スクの増加を許容値以内に収めるために潮流制約を (13)

式のように更新する．

Pfmaxl,new =Pfmax,l−ΔPfl (14)

Pfmax,l,new =Pfmax,l+ΔPfl (15)

ただし，

N-10

N-1

N-1

第 3 図 N-1事故時における送電線混雑リスクの評価（文献
[8]をもとに筆者が作成）

N-10

N-1

N-1

PfN-1

第 4 図 潮流制御のイメージ（文献 [8]をもとに筆者が作成）

ΔPfl：線路 lに対する潮流制御量
　Pfmax,l,new：潮流制約の更新値

以上のように確率的な視点で潮流制約を更新し，約定
処理と潮流制御を繰り返し行うことで，市場メカニズム
によって送電線混雑リスクを考慮した前日スポット市場
を構築している．このような約定処理を行うことで，リ
スク低減に貢献する需要家や発電事業者に対して，リス
ク制御参加へのインセンティブとなるように市場モデル
を構築している．

5. おわりに
今後は，冒頭で述べたようにわが国でも米国 PJMの

ように同時市場の創設が検討されており，国内でも同
時市場を想定した研究も報告（たとえば文献 [21]など）
され始めている．同時市場に関する検討では，セキュリ
ティ制約付発電機起動停止計画（SCUC）にも触れられ
ており，OPFもセキュリティ制約を考慮した潮流状態を
算出するための重要な技術となる．本稿で解説したよう
にOPFを用いて電力市場メカニズムの高度化を実現し，
セキュリティ向上に貢献する市場参加者にインセンティ
ブを与えることができれば，同時市場の高度化も期待で
きると考えている．
一方で，セキュリティ制約のうち過渡安定度制約や

RoCoFなどの周波数制約のように，kWhの約定のみで
は対処が困難な制約も存在する．これらの制約は，発電
機起動状態や電圧制御設備の導入状況など系統構成に
影響を受ける．これらは kWhとして価値が算定される
ものではないため，設備計画など別のアプローチによっ
て必要な量を算定し，適切なインセンティブを与える仕
組みの構築が重要になると考えられる．さらに，近年
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は電圧制御型インバータであるGFMインバータ (Grid

Forming Inverter) も注目され，系統安定化や系統慣性
の低下時の対策など研究が盛んに行われている [22]．こ
のような新しい技術を有する発電事業者や再エネ事業者
に対して，どのようなインセンティブを付与し，電力市
場メカニズムに組み込んでいくかも重要な課題と考えて
いる．その際には，構築した電力市場メカニズムにおい
て費用対効果などの分析も重要になると考えている．

(2024年 6月 13日受付)
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